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どから概観する。続く第 2 節では，1971 年に策定された NEP の特徴を
ふまえて，NEP の推進が地方行政にどのような影響・変化を与えたのか
























































どから概観する。続く第 2 節では，1971 年に策定された NEP の特徴を
ふまえて，NEP の推進が地方行政にどのような影響・変化を与えたのか




































































1 外交 1 イスラーム法， 家族法， 慣習
2 防衛 2 土地， 鉱物資源
3 国内治安 3 農林業
4 民法， 刑事法， 司法権 4 地方自治
5 国籍および外国人登録 5 地方独自の諸事業
6 選挙 ・ 連邦政府の行政機構 6 公共事業／道路 ・ 橋， 水道事業など
7 財政 7 州政府機構
8 貿易， 商工業 8 州休日
9 海運， 海洋 ・ 水産業 9 州法で扱う犯罪の設定
10 通信， 交通 10 州主体のための調査
11 連邦の公共事業， 水道 ・ 電気 ・ ガス 11 州政府管轄事項の損害賠償
12 統計調査 12 亀および河川事業
13 教育
14 医療， 保健
15 労働， 雇用保障 サバ， サラワク州所轄
16 先住民族の福祉 1 先住民族の慣習法
17 国家資格 2 州法にもとづく法人設立
18 連邦の休日 ・ 標準時 3 港湾
19 法人格のない団体 4 図書館 ・ 博物館 ・ 歴史的文化遺産
20 農地の害虫駆除， 植物病害の予防 5 土地台帳の調査





連邦 ・ 州政府共同所轄 連邦 ・ サバ ・ サラワク州の共同所轄
1 社会福祉 1 家族法
2 奨学金 2 食品の品質管理
3 野生動物の保護， 国立公園管理 3 15 トン以下の船舶航行
4 畜産， 動物虐待保護， 獣医療サービス 4 水力発電
5 住宅 ・ 市街地計画 5 農林業の統計調査
6 浮浪者 6 慈善活動団体
7 公衆衛生 7 劇場など娯楽施設全般
8 灌漑， 排水など土木 8 間接選挙による州議会議員選挙
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年度決算見込みで歳入が 163 億 3000 万マレーシアリンギット（以下 RM




























































年度決算見込みで歳入が 163 億 3000 万マレーシアリンギット（以下 RM
と略），歳出は 166 億 9800 万 RM で，歳出が歳入をやや上回っている。
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第８章　多民族社会マレーシアの地方行政
過去 10 年間の州政府歳入では，州の自主財源が 75 ～ 80％台前半で，連
邦政府からの補助金が 20％前後でそれぞれ推移している。なお，歳出で




























1971 年，NEP が策定された。NEP は 1969 年の人種暴動を契機に立






（出所）Ministry of Finance, Malaysia Economic Report 各年版より筆者作成。
（注）　 （　）内は％を示す。
（単位：100 万マレーシアリンギット）































































































































差引 △ 1,697 △ 521 △ 583 739 1,478 1,174 109 1,975 △ 368
連邦借入金
549 731 1,033 628 1,642 1,094 1,141 2,000 2,248 
△ 1,148 210 660 1,367 3,120 2,268 1,250 3,975 1,880 
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第８章　多民族社会マレーシアの地方行政










Rakyat） な ど に 事 業 を 拡 大 さ せ る 一 方， 都 市 開 発 機 構（Urban 
Development Authority）をはじめとする新たな公企業を次々に設置した。
1970 年の時点では公企業（政府の出資率が 10％以上または出資額が 25














総数は，2006 年で約 10 万人（州の職員 8 万 4580 人，州法定機関 1 万












定には，経済計画局（Economic Planning Unit： EPU）が大きく関与する。
NEP を策定する過程において，NEP 達成のために行う開発プロジェクト
の監視，評価また省庁間の調整役を担う機関として，実行・調整・評価局
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1960 年代，ラザク農村開発相（後の 2 代目首相）の積極的なマレー村
落開発にともない，農村開発省（Ministry of Rural Development）が設
立された。そして同省を頂点に，州開発委員会－郡開発委員会－行政村（ム
キム）と 3 層構造からなる公式の行政ヒエラルヒーが形成される一方，さ
















ンゴール州で貧困率が 42.7%，ペナン州で 52.7% であったのが，スラン
ゴール州では 1976 年で 22.9%，1984 年で 8.6%，ペナン州では 1976 年
で 32.4%，1984 年で 13.4％と，5 年ごとに半減を重ね，1984 年にはそ
れぞれ 10％前後にまで激減している。それに対して，トレンガヌ州では
図１　マレー半島４州における州別貧困率の推移
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1970 年で貧困率が 65.1％，1976 年で 60.3%，1984 年で 28.9％，クラ
ンタン州では 1970 年で貧困率が 74.1％，1976 年で 67.1%，1984 年で





























さらに，1990 年代になると，マハティールは今後 30 年間を対象とし












1991 年，NEP に代わり公表された 2020 年ビジョンにもとづいて，
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3．JKKK の強化─ UMNO の集票マシーンへ─













ラーム党（Parti Islam Se-Malaysia: PAS）の存在が大きく，JKKK 設置
は PAS に対抗する手段として，開発の遅れたマレー人州においても進ん
だという政治的側面が強い（5）。
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となった。当然ながら減少した補助金は UMNO 支持者へ流れ，1990 年

























































となった。当然ながら減少した補助金は UMNO 支持者へ流れ，1990 年














































2．1999 年総選挙敗北とトレンガヌ州への UMNO の強硬介入
（1）UMNO のムチの施策
1999 年選挙後すぐ，汎マレーシア・イスラーム党 PAS 新政権は，オイル・





府に支払われるべきオイル・ロイヤリティ（州歳入予算の 70 ～ 80％を
占める）を奪取した。トレンガヌ州首相兼 PAS 副総裁のハディ・アワン
が率いるトレンガヌ政府は，連邦政府と PETRONAS を相手取り高等裁
判所に告訴し，第一審判決で勝訴するが確定判決が出ず，2004 年 3 月の
UMNO の政権交代まで結審に至らなかった。そうしたなか，UMNO は
ロイヤリティ奪取を正当化する仕組みと，トレンガヌ州の財源を連邦政
府のコントロール下に置く仕組みを作っていった。2000 年 9 月，UMNO













ることを UMNO が恐れていたことがあった。1999 年の石油配当は 4 億
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政権を維持しているクランタン州などにみられる（Jomo and Hui ［2003］, 
Mohammad ［2006］）。1959 年の選挙で PAS 政権が成立したクランタン
州では，連邦政府からの開発予算の配分が少なく冷遇されていた。しかし，
1973 年の与党連合・国民戦線の再結成にともない，クランタン州 PAS 政
権の加入によって開発予算と補助金が手厚く配分されたものの，1990 年
に PAS がクランタン政権を奪回したことにより，再び開発予算の配分が
低く抑えられた（Jomo and Hui［2003： 46］）。つまり政治的対立に対して，
UMNO は経済的制裁という罰（hukum）の政治を常套手段としていたの
であった。









うな行政組織と政党組織の一体化に対して，1999 年に誕生した PAS トレ
ンガヌ政府は，JKKK を 廃止し，代わって人民評議委員会 （Jabatankuasa 







与党 UMNO はマレー人の団結の必要性を唱えてマレー野党 PAS に接近
を試みた。しかし，同年 8 月，マレーシア国内におけるイスラーム過激







が挙げられよう。第 1 には，JKKK を復活させるばかりでなく，委員を増
員して住民の目の前のニーズに関する情報を集める一方で，村落の動向を
偵察する役割を果たしたことである（8）。復活した JKKK は UMNO 中央
本部の命により，その末端組織として機能した結果，PAS 政府下のトレ
ンガヌ州村落部において JKKK と JSR が並存することになった。第 2 に，
補助金申請に必要な最低月収金額が引き上げられ，高い上限の設定から，
UMNO が多くの住民を対象にして具体的な集票のために網をより広くか
けていったことである。さらに第 3 に，UMNO 支持企業への「基金」給
付や，連邦政府管轄省庁を通してのモノのバラマキも並行して行われたこ
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（ 2 ）各州立法議会議員の定数は，2007 年のマレーシア選挙委員会によると，ケダ
36，プルリス 15，クランタン 45，トレンガヌ 32，ペラ 59，ペナン 40，スランゴー




（ 3 ）2005 年当時のトレンガヌ州では，7 郡 84 ムキムを数える。ムキムの大きさは
さまざまで，1 ～ 100 を超えるカンポン（行政村下にある自然村）で構成される。
2003 年の郡役所内部資料（Senarai kampung mengikut mukim daerah Kuala 
Terengganu，Pejabat Daerah Kuala Terengganu）によると，トレンガヌ州で一
番大きいクアラトレンガヌ郡で 23 ムキム，536 カンポン，165JKKK（PAS 政権
下にかかわらず，行政役所は JKKK の数を把握していた）であった［UMNO 党員，
郡役所からの聞きとり，および参与観察］。
（ 4 ）その前身は，マラヤ共産党が活動を行っていた非常事態時代に「治安維持」を
目的として導入された村落安全委員会 JKK（Jawatankuasa Keselamatan Kan-
pong）である（Ness［1967: 201-206］, 鳥居［2001: 98-99］）。
（ 5 ）JKKK は，委員長，書記および 13 人以内の委員（2005 年現在 11 人）で構成される。




（ 6 ）トレンガヌ州では 2005 年当時で 8 地域支部ある。地域支部の管轄は下院議員
選挙区と重複する。州議会議員選挙区は選挙のたびに与党 BN に有利な選挙区割
りがされるのが常である。
（ 7 ）当然ながら野党や社会の批判も大きかった。華人系野党 DAP 議長の Lim Kit 
Siang は，法を軽んじた思慮に欠ける発言であり，国際社会に対しても恥ずべき
ことと苦言を呈した。また，コラムニストであり政治学者であるファリッシュ・
ヌールは，今までの Wang Ihsan が開発助成であったのに対し，これからは開発
プロジェクトのために使うというのは言葉のすり替えであり，まるで「ハンプティ・
ダンプティの政治」だと批判している（Farish［2002: 111-117］）。
（ 8 ）PAS 政府により廃止された JKKK は，委員長，副委員長，事務，経理に加え
11 人の委員の合計 15 人で構成されていた。この構成は全国同様であり，その後
も続いている。一委員の担当戸数はおよそ20～30戸，選挙前には票の獲得をめぐっ
て奔走する手足の役割を果たした（UMNO 党員からの聞きとり，および参与観察）。
（ 9 ）Merdeka Center の世論調査によると，2009 年 4 月の就任当初の支持率は，
華人で 17％，インド人で 41％，マレー系で 60％，マレー半島全体（西マレーシ
ア）で 44％であったのが，約 3 カ月後の同年 7 月には，華人で 49％，インド人で
72％，マレー人で 72％，マレー半島全体で 64％と各民族から高い支持を得ている。
その後のマレー半島全体の支持率は，12月（66％），2010年 3 月（69％），5 月（72％），
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巻　末　資　料
インドネシア フィリピン タイ 6）
人口 約 2 億 2800 万人
［2008 年推計］
8857 万 4614 人
［2007 年 8 月 1 日推計］
6572 万人
［2007 年 6 月末推計］
自治体の
レベル数























村 1） バランガイ （4 万 2023 カ所） ―
その他 ジャカルタ特別州（1 層制）










（4148 万 3729 人） ［2007 年］
最小 ： 西パプア州
（72 万 2981 人） ［2007 年］
最大 : カビテ州
（285 万 6765 人）
最小 ： バタネス州
（1 万 5974 人） 2）
最大 ： ナコーンラーチャシー
マー県自治体
（255 万 5587 人）
最小 ： ラノーン県自治体





（262 万 8113 人）
［2007 年推計］
最小 ： スピオリ県 （パプア州）
（1 万 2624 人）
［2007 年推計］
最大 ： ダスマリニャス町 5） （カ
ビテ州） （55 万 6330 人）
最小 ： カラヤーン町 （パラワ
ン州） （114 人） 2）
最大 ： ノンタブリー特別市






最大 ： バランガイ 176 （マニラ
首都圏カロオカン市）
（22 万 1874 人）
最小 ： バランガイ 2 （パラワン
州ロハス町） （7 人） 2）
表１　東南アジア 3 カ国の自治体制度比較
（出所）各章筆者が相談して作成。
（注） 　 1）　自治体的性格をもつ単位として村があるが，その扱いの揺らぎに関しては第 3 章を参照。
　　　  2）　大統領府声明 1489 号（2008 年 4 月 16 日付け）で公式の人口統計と位置づけられた国家統
　　 計局の 2007 年人口センサスによる。
　　　  3）　市・町ともにフィリピンの内務・地方政府省発表（2008 年 12 月 31 日付け）による。
　　　  4）　州，構成市・町，バランガイにより構成される。
　　　  5）　共和国法 9723 号（2009 年 7 月 27 日付け）により，市に昇格した。なお，第 1 層自治体の
　　 高度都市化市を含む「市」のなかで最大の人口を有するのはケソン市の 267 万 9450 人であ 
                 る（注 2 の 2007 年人口センサスより）。
　　　  6）　タイの人口，自治体数ともに 2007 年の値。
　　　  7）　バンコク都の区議会議員は，住民の直接公選で選ばれる。
